
平成21年度　個別施策管理シート

３．個別施策の実現に向けた今後の展開方向

１．個別施策の成果指標の設定と目標の達成状況

H

２．個別施策を構成する事務事業の今後の方向性
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稲永ふ頭廃棄物処
理場の事業化
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一般廃棄物最終処
分場計画への協力
（港湾計画の策定）

コード

達成率

しゅんせつ土砂処
分場計画の策定

4061906

稲永ふ頭における埋立護岸等の基本設計を行い、国土交通省と予
算に関する調整を行います。

南５区第２期土砂処
分場に関する調整

南５区第２期開発に係る現況把握及び地元関係者（知多市、漁業協
同組合、アセック）との情報交換を行います。

弥富ふ頭第１貯木場南側における廃棄物埋立護岸の基本設計を行
うとともに、国土交通省と予算に関する調整を行います。

4061904

4061905
弥富ふ頭第１貯木
場南側廃棄物処分
場の事業化

件

稲永ふ頭に廃棄物埋立護岸を整備し、一般廃棄物及びしゅんせつ土
砂等の処分場を整備します。規模：4.9ha
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漁業協同組合の合意件数

注）目標値欄の「継続事業」は完了年度を定めず行う事業です。この場合の目標値及び目標年度は原則としてH24年度の中間目標として設定しています。

19,520

注）事業費は総事業費から本組合負担分を抽出して計上しています。
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個別施策 19循環型社会の形成を支援する
施策推進
責任者

サービスの対象者（誰のために）

コード
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4061908 ％
弥富ふ頭廃棄物埋
立護岸整備事業

弥富ふ頭第１貯木場南に廃棄物埋立護岸を整備し、しゅんせつ土砂
処分場を整備します。規模：9.6ha

％
稲永ふ頭廃棄物埋
立護岸整備事業

稲永ふ頭における名古屋市の一般廃棄物最終処分場計画に関する
調整を行います。

静脈物流への対応方針に基づき、静脈物流関連の貨物及び企業立
地の動向を調査研究し、西部地区の静脈物流拠点の適正な配置の
検討を行います。
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・21年度追加事業

備考

・20年度軽易な変更済み

・21年度軽易な変更にて対応
・事業費には、他の（港湾計画の策定）と不可分
の調査費を含みません。（H19:24,095千円、
H21:93,200千円）

・関係者との情報交換は継続実施しています
が、現状では状況変化が見えにくく貢献度、適時
性ともに低いと評価しました。

個別施策
の内容

・21年度追加事業

主な成果指標名
（又は活動指標名）

単位

事業採択

事務事業の概要

継続的に発生するしゅんせつ土砂の大規模処分先について、国土交
通省中部地方整備局と調整するとともに、土砂処分場の確保に向け
た検討・調査を行います。

検討内容の進捗率

港湾計画に位置づける

・港湾計画の改訂には他の調整も要することから、軽易な変更手続により、西部地区の静脈物流拠点計画を港湾計画に位
　置づけます。

・事務事業構成は概ね妥当であると考えます。

・循環資源貨物の取り扱いが増加しており、静脈物流拠点配置計画の策定については、速やかに対応する必要があります。
現状における
課題認識

構成事務事業
の適正性

（事務事業の
構成内容の
妥当性）

今後の
展開方向
(新規事業の

創出、事務事業
の見直し等）

港営部長
企画調整室長
プレジャーボート対策担当部長

県市民、港湾利用者、廃棄物を排出する企業

都市･港湾活動に伴い発生する廃棄物、循環資源

適切に処理・再生し、都市・港湾活動を円滑に持続させる

循環資源貨物の増加に対応して、静脈物流拠点の形成を進めるとともに、背後地域より発生する廃棄物や港湾施設維
持に伴うしゅんせつ土砂について海面処分場の確保を図り、循環資源や廃棄物を適切に再生・処理し、都市・港湾活動
が円滑に持続できるようにしていきます。
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成果指標名 単位
実績 目標
Ｈ20Ｈ19

実績

施策の目標

世界の景気動向による貨物量の減少

H26目標

H27目標。計画処分量から処分実績及
び仮置き場容量を除いたもの

しゅんせつ土砂、廃棄物の処分場の確保を図るとともに、静脈物流にかかる取扱貨
物量増加への対応を図ります。

指標の説明（式）

毎年目標。弥富ふ頭の金属くず取扱量

一般廃棄物受入可能容量

しゅんせつ土砂処分場確保容量

静脈物流にかかる取扱貨物量


